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課題 成果取組

学術的・総合的な観点に立った防災の取組
の実施
・本事業開始前から、管理組合として防災
活動に積極的ではあったものの、専門家に
よる指導がなかった。本事業において、専
門家が議論に参加することで、防災の取組
に学術的・総合的な観点が加わった。

実践的な取組に基づく防災力の向上
・管理員等在館従事者の初動マニュアル
や発災直後に入居者へ示す掲示資料の雛
形を整理。

・発災後のライフライン（電気・エレベーター
等）の確保策・対応策を検討。

【竣工年（築年数）】 平成21年（築8年） 【総戸数】 1棟・1,085 戸

【単棟型 or 団地型】 単棟型 【階 層】 33 階建

【自主管理 or 委託】 分譲会社のグループ会社に全部委託。

【エリア】 東京都

【耐震診断・耐震改修の実施の有無】 新耐震基準で建設されているため対象外。

Ｆマンション 補助事業実施主体：株式会社東京建物アメニティサポート

写真

効果的な家具転倒防止方法の導入促進
・家具転倒防止シミュレータを活用。
・現地視察会や勉強会を開催。

大地震への備えが「我流」
・当マンションが立地しているエリアは
過去大規模な震災を受けた地区であり、
首都直下地震でも震源地となることが
想定される地区。

・当マンションは超高層マンション（＝過
去の震災時にはなかったタイプの建物）
であることから、防災への取組が喫緊
の課題となっていた。
・マンション内に「災害協力隊」を平成23
年に立ち上げて活動してきた。災害協
力隊のメンバーの1人が防災を専門とし

ていたため、その人の知見に頼って活
動をしてきた。しかし、より専門的・より
学術的な観点から取組を進めたいとい
う意向が出てきた。

災害時の建物のライフライン確保策の検討
・非常用発電機器の運用方策、給水系統の運用
方策を検討した。

ITを活用した安否確認システムの導入検討
・スマートフォン等による居住者安否、建物被害
状況把握のシステムの有効性を検証。

実践的な訓練の企画・実施
・タオルを使った安否確認訓練、トランシーバーを
使った災害対策本部運営訓練を行った。

在館従事者用マニュアルの整備
・大地震発生時に管理員等の在館従事者が適切
な初動体制を取るためのマニュアル整備。

首都直下地震や南海トラフ沖地震による被害が危惧される中で、超高層ならではの被害の様相とその対策に取り組
んだマンションの事例

・Ｆ1：「家具の転倒防止報告書」

・Ｆ2：「ITを利用した居住者の安否確認の仕組み作り報告書」

・Ｆ3：「災害協力隊会議の取組内容および防災訓練報告」

水平展開
可能な資料

・Ｆ4：「管理員等在館従事者の初動対応支援の取組内容報告」

・Ｆ5：「非常時の電源確保」

・Ｆ6：「エレベーター安全対策」


